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   栃木市共生社会実現のための障がい者差別解消推進条例 

 

 わが国では、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）をはじめとする国

内法が整備され障害者の権利に関する条約が批准されたところでありますが、

障がいや障がい者への誤解や理解不足から、社会的障壁が生じ、障がい者の

日々の生活の中で、障がいを理由とした不利益な取扱いなどの差別は、今日

においても存在しています。 

 こうした状況を解消し、誰もが安心して暮らしていくために、全ての市民

が障がいや障がい者への理解を深め、障がいを理由とする差別の解消に向け

た取組を進める必要があります。 

 ここに、市民一人ひとりが、障がいの有無にかかわらず、分け隔てられる

ことなく、お互いを理解し、思いやりや共に支え合う気持ちを大切にした共

生社会を実現することを決意し、この条例を制定します。 

 （目的） 

第１条 この条例は、本市における障がいを理由とする差別の解消の推進に

関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者の責務を明らかにするととも

に、障がいを理由とする差別の解消に関する施策の基本となる事項を定め

ることにより、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現

に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

 (1) 障がい者 身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がいを含む。）

その他の心身の機能の障がい（以下「障がい」と総称する。）がある者



2 

 

であって、障がい及び社会的障壁により継続的に若しくは断続的に日常

生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

 (2) 社会的障壁 障がいがある者にとって日常生活又は社会生活を営む上

で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切の

ものをいう。 

 (3) 事業者 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５

年法律第６５号）第２条第７号に規定する事業者のうち、市の区域内に

おいて商業その他の事業を行う者をいう。 

 （基本理念） 

第３条 障がいを理由とする差別の解消は、障がいの有無にかかわらず、等

しく基本的人権を享有する個人として尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさ

わしい生活を営む権利を有することが尊重されることを基本として推進

されなければならない。 

２ 障がいを理由とする差別の解消は、共生社会の実現のため、障がい及び

障がい者に関する理解を深め、障がいの有無にかかわらず、互いに個性と

人格が尊重されることを基本として推進されなければならない。 

３ 障がいを理由とする差別の解消は、全ての市民及び事業者は地域社会を

構成する多様な主体であり、互いに協力していく存在であることを基本と

して推進されなければならない。 

 （市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっ

とり、障がいを理由とする差別の解消に関する施策を計画的に実施する責

務を有する。 

 （市民及び事業者の責務） 
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第５条 市民及び事業者は、基本理念にのっとり、障がい及び障がい者に関

する理解を深めるとともに、市が実施する障がいを理由とする差別の解消

に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 （栃木県との連携） 

第６条 市は、障がいを理由とする差別の解消に関する施策が円滑かつ効果

的に推進されるよう、栃木県と連携を図るものとする。 

 （啓発） 

第７条 市は、市民及び事業者が障がいを理由とする差別の解消に対する理

解を深められるよう、啓発活動を行うものとする。 

 （交流機会の拡大） 

第８条 市は、障がい者及び障がい者でない者又は障がい者同士の交流の機

会の拡大及び充実を通して、その相互理解の促進を図るものとする。 

 （情報の収集及び提供） 

第９条 市は、障がいを理由とする差別を解消するための取組に資するよう、

障がいを理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報を収集

し、及び提供するものとする。 

 （市民及び事業者への学習機会の提供） 

第１０条 市は、障がい者、コミュニケーション支援者（手話通訳者、要約

筆記者、点訳者、音訳者その他の障がい者の意思の疎通を支援する者をい

う。以下同じ。）、社会福祉関係団体等と協力し、障がい者の差別を解消

するために、障がいの特性に応じて、次に掲げる事項の重要性について市

民及び事業者が学習する機会を提供するよう努めるものとする。 

 (1) 情報の伝達を行う際に、障がいの有無や内容にかかわらず、障がい者

と障がい者でない者が同等の情報を提供される必要があること。 
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 (2) 手話、要約筆記、点字、音訳、代筆、触手話、平易な表現、絵図、重

度障がい者用意思伝達装置、パーソナルコンピュータ等の情報機器その

他の障がい者が本人以外の者との意思の疎通を図るための手段（以下

「コミュニケーション手段」という。）の利用を普及すること。 

 （学校等における障がいの特性に応じた情報の保障及びコミュニケーショ

ン手段の利用の推進） 

第１１条 市は、市内に存する子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６

５号）第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設及び同法第２９条第

１項に規定する特定地域型保育事業者並びに学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第１条に規定する学校において、障がいの特性に応じた情報の

保障及びコミュニケーション手段の利用の推進に努めるものとする。 

 （環境の整備） 

第１２条 市は、コミュニケーション支援者の派遣等、障がい者が障がいの

特性に応じたコミュニケーション手段の利用により、情報を取得しやすい

環境を整備するよう努めるものとする。 

 （コミュニケーション支援者の養成） 

第１３条 市は、コミュニケーション支援者が確保されるよう、コミュニケ

ーション支援者の養成に努めるものとする。 

 （情報の発信） 

第１４条 市は、障がい者が市政に関する情報を円滑に取得することができ

るよう、障がいの特性に応じたコミュニケーション手段を利用することに

より、当該情報を発信するよう努めるものとする。 

２ 市は、災害その他非常の事態が発生したとき、又は発生するおそれがあ

ると認めるときは、障がい者が障がいの特性に応じたコミュニケーション
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手段により情報を取得し、又は情報が伝達されるよう、体制の整備に努め

るものとする。 

 （不当な差別的取扱いの禁止） 

第１５条 何人も、障がい者の生命又は身体の安全の確保のためやむを得な

いと認められる場合その他の正当な理由がある場合を除き、次に掲げる行

為をしてはならない。 

 (1) 障がい者が福祉サービスを利用することを拒否し、制限し、若しくは

これに条件を付し、又は強制すること。 

 (2) 障がい者が医療を受けることを拒否し、制限し、若しくはこれに条件

を付し、又は強制すること。 

 (3) 障がい者が年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を踏まえた教育を受

けることを拒否し、制限し、又はこれに条件を付すこと。 

 (4) 障がい者が不特定多数の者の利用に供される建物その他の施設又は公

共交通機関を利用することを拒否し、制限し、又はこれに条件を付すこ

と。 

 (5) 障がい者との間で不動産の売買又は賃貸借、賃借権の譲渡若しくは賃

借物の転貸に係る契約を締結することを拒否し、制限し、又はこれに条

件を付すこと。 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、障がい者が商品を購入すること又はサー

ビスを利用することを拒否し、制限し、又はこれらに条件を付すこと。 

 (7) 労働者の募集又は採用に関し、障がい者の応募又は採用を拒否し、制

限し、又はこれに条件を付すこと。 

 (8) 雇用する障がい者の賃金、労働時間、配置、昇進、教育訓練、福利厚

生その他の労働条件について不利益な取扱いをし、又は障がい者を解雇
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すること。 

 (9) 障がい者への情報の提供を拒否し、制限し、又はこれに条件を付すこ

と。 

 (10) 障がい者からの意思の表明を受けることを拒否し、制限し、又はこれ

に条件を付すこと。 

 （社会的障壁の除去のための合理的配慮） 

第１６条 市は、その事務又は事業を行うに当たり、障がい者から現に社会

的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、そ

の実施に伴う負担が過重でないときは、障がい者の権利利益を侵害するこ

ととならないよう、当該障がい者の性別、年齢及び障がいの状態に応じて、

社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければな

らない。 

２ 市民は、障がい者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思

の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、

障がい者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障がい者の性別、

年齢及び障がいの状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要か

つ合理的な配慮をするように努めなければならない。 

３ 事業者は、その事業を行うに当たり、障がい者から現に社会的障壁の除

去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴

う負担が過重でないときは、障がい者の権利利益を侵害することとならな

いよう、当該障がい者の性別、年齢及び障がいの状態に応じて、社会的障

壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

４ 市は、市民及び事業者が前２項に規定する必要かつ合理的な配慮を行う

ときは、支援するよう努めるものとする。 
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 （相談） 

第１７条 市は、障がいを理由とする差別に関する相談があったときは、必

要に応じ、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

 (1) 当該相談に係る関係者に必要な助言及び情報提供を行うこと。 

 (2) 当該相談に係る関係者相互間の調整を行うこと。 

 (3) 関係行政機関に通知、通報等を行うこと。 

 （あっせん） 

第１８条 障がい者（障がい者自らの意思を表明することが困難である場合

にあっては、当該障がい者の家族その他の関係者）は、自己に対する事業

者による第１５条又は第１６条第３項の規定に違反する行為（以下「あっ

せん対象行為」という。）に係る事案について、前条の相談によって解決

されないときは、市長に対し、当該事案の解決のために必要なあっせんを

求める申立てをすることができる。ただし、家族その他の関係者が申立て

をしようとする場合において、当該申立てをすることが障がい者の意に反

することが明らかであるときは、この限りでない。 

第１９条 市長は、前条の規定による申立てがあったときは、あっせんを行

う必要がないと認めるとき、又はあっせん対象行為に係る事案の性質上あ

っせんを行うことが適当でないと認めるときを除き、栃木市障がい者差別

解消推進委員会（以下「委員会」という。）に、あっせんを行わせるもの

とする。 

２ 委員会は、前項の規定によるあっせんを行うため必要があるときは、あ

っせん対象行為に係る事案の関係者に対し、必要な資料の提出及び説明を

求めることができる。 

 （勧告） 
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第２０条 委員会は、あっせん案が提示された場合において、あっせん対象

行為をしたと認められる事業者が正当な理由なく当該あっせん案を受諾

しないときは、市長に対し、当該あっせん案を受諾することその他必要な

措置を講ずべきことを勧告するよう求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定による委員会の求めに応じて、当該求めに係る事業

者に対し、当該あっせん案を受諾することその他必要な措置を講ずべきこ

とを勧告することができる。 

 （公表） 

第２１条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた事業者が正当な理

由なく当該勧告に従わなかったときは、当該勧告の内容その他規則で定め

る事項を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定により公表をしようとするときは、あらかじめ、当

該事業者に対し、勧告の内容及び公表の理由を通知し、意見を述べる機会

を与えなければならない。 

 （栃木市障がい者差別解消推進委員会） 

第２２条 この条例の規定によりその権限に属させられた事務を処理し、並

びに市長の諮問に応じ、障がいを理由とする差別の解消の推進に関する事

項について調査審議並びに情報の交換及び協議を行うため、委員会を置く。 

２ 委員会は、前項に規定するもののほか、障がいを理由とする差別の解消

の推進に必要と認められる事項について、市長に意見を述べることができ

る。 

３ 委員会は、委員１５人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市

長が委嘱する。 

 (1) 学識経験を有する者 
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 (2) 障がい者又はその家族 

 (3) 社会福祉関係団体の関係者 

 (4) 事業者 

 (5) 医療、福祉、保健又は教育関係機関の関係者 

 (6) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員会に、委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選によって定める。 

７ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

８ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が

欠けたときは、その職務を代理する。 

９ 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 （財政上の措置） 

第２３条 市は、障がいを理由とする差別の解消の推進に関し、必要な財政

上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 （委任） 

第２４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第１８条から第

２１条までの規定は、同年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 


